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H7 -火山観光化推進基本構想、公表 (6.19) (7.9) 
-島原半島火山観光化推進協議会発足(10.16) -水無)111号砂防ダム着工(10.28)
-雲仙普賢岳砂防指定地利活用方策検討委員会 -県道愛野島原線862日ぶりに通行再開
(第 1回， 11. 20) (11. 1) 
-陸上自衛隊島原災害派遣隊が撒 -雲仙岳災害対策基金の延長と増額発表
収(12.16) (12.27) 
-溶岩ド ムを平成新山と命名 -島原地域再生行動計画策定委員会(第 1回， -中尾川流域の導流工の工事着工
(5.20) 5.17) (5.30) 
-長崎県、島原市、深江町、災害 -大野木場小学校「被災校舎J現地保存構想、委
対策本部が解散 (6.3) 員会 (5.29)





































































































































地区名 配布数 回収数 回収率(%)
dZ色:;、 127 44 34.6 
杉谷 98 39 39.8 
森岳 202 96 47.5 
霊丘 176 86 48.9 
白 山 211 81 38.4 
安 中 153 56 36.6 
無回答 6 
合計 967 408 42.2 
表-3 質問項目と質問数




















































項 目 人数(人) % 
交通の便 166 40. 7 
収入 124 30.4 
都市下水・廃水処理 117 28. 7 
仕事 110 27 
健康・医療 110 27 
両齢者福祉 87 21. 3 
災害(土石流，浸水，眉山など) 66 16.2 
駐車場 69 14.6 
買物 64 13.2 
情報の入手 46 11. 3 
交通安全 39 9.6 
文化活動 36 8.6 
住宅 34 8.3 
子供の教育 31 7.6 
人間関係 31 7.6 
騒音 29 7. 1 
スポーツ・レクレーション 27 6.6 
衛生 23 6.6 
プフイパシー 17 4. 2 
生活学習 13 3.2 












































































二会海岸埋立てと住宅団地建設 85.0 (17) 
安中ニ角地帯の嵩上げと住宅団地整備 15.0 (3) 
火 山 博覧 ぷコズ込 の 開催 15.0 (3) 




火山研究機関の誘致 5.0 (1) 
そ の 他 0.0 (0) 

















































31. 7 (13) 
26.8 (11) 





白 山 安 中
(N=39人) (N=22人)
53.8 (21) 59. 1 (13) 
43.6 (17) 36.4 (8) 
38. 5 (15) 18.2 (4) 
30.8 (12) 27.3 (6) 
28.2 (11) 9.1 (2) 
23.1 (9) 18.2 (4) 
0.0 (0) 4.5 (1) 





















































161 55. 1 
(島原温泉病院の建て替え)
(2)地域高規格道路(島原道路)の









(6)砂防指定地利活用推進事業 62 21. 2 
( 7 ) 街 な み 環 境 整 備 事 業 60 20.5 
(8 )道の駅の整備事業 47 16. 1 
(9 )島原半島市町村合併調査検討事業 45 15.4 
(10)地域・生活情報通信基盤の整備事業 43 14.7 



























地区名 1 位 2 イ立 3 位 4 位 5 位
dzb=z 、 復興記念病院(仮称) 水無川・中尾川・湯江川 地域高規格道路の
担い手育成畑地帯総合整備事業
.................・・・・・・・ a・・・......・・・・・・・・・・・・.
建設事業 流域の防災対策事業 整備事業 島原半島商工業振興支援事業
中長 谷













整備事業 建設事業 ノレート形成事業 流域の防災対策事業 国立公園緑のダイヤモ
ンド計画事業
白 山
復興記念病院(仮称) 地域高規格道路の 水無川・中尾川・湯江川 島原半島広域観光 島原火山科学博物館
建設事業 整備事業 流域の防災対策事業 /レート形成事業 (仮称)建設事業
安 中
水無川・中尾川・湯江川 地域高規格道路の 復興記念病院(仮称) 島原火山科学博物館 砂防指定地利活用
流域の防災対策事業 整備事業 建設事業 (仮称)建設事業 推進事業
表-8 27重点プロジェクトのうち期待される事業(職業別)
業 種 1 位 2 位 3 {立 4 位 5 位
農林業
地域両規格道路の 水無川・中尾川・湯江川流域の防災対策事業 島原・深江地区農地区 担い手育成畑地帯総合








復興記念病院(仮称) 地域両規格道路の 水無川・中尾川・湯江川 島原火山科学博物館 鳥原半島広域観光
建設事業 整備事業 流域の防災対策事業 (仮称)建設事業 ノレート形成事業
公務員
水無川・中尾川・湯江川 地域両規格道路の 砂防指定地利活用 復興記念病院(仮称)建設事業
流域の防災対策事業 整備事業 推進事業 島原火山科学博物館(仮称)建設事業
復興記念病院(仮称) 地域高規格道路 水無川・中尾川・湯江川 島原半島広域観光
街なみ環境整備事業
会社員 地域・生活情報通信建設事業 の整備事業 流域の防災対策事業 ノレート形成事業
基盤の整備事業
専門職 水無川・中尾川・湯江川 地域荷規格道路の 復興記念病院(仮称) 両等看護学校の ボランアイア団体のネ
自由業 流域の防災対策事業 整備事業 建設事業 設置事業 ットワーク化推進事業
家庭婦人
地域角規格道路の 復興記念病院(仮称) 水無川・中尾)1・湯江川 街なみ環境整備事業，砂防指定地利活用推進
整備事業 建設事業 流域の防災対策事業 事業，島原火山科学博物館(仮称)建設事業
無 職
復興記念病院(仮称) 水無川・中尾川・湯江川 地域両規格道路の 島原半島広域観光 島原半島市町村合併



































































行っていることから，民間 43 27.2 
が投資しやすい環境が整っ
た
無同答 7 4.4 





























81 65. 3 
51 41. 1 
39 31. 5 
29 23.4 
25 20.2 
20 16. 1 
11 8.9 




























































口 平 成9年 9月















---3d2 L 杉 谷 森岳 霊正 白 山 安中
(N=44人) (N=39人) (N=96人) (N=86人) (N=81人) (N=56人)
眉 山 の 山 体 崩 壊 31.8(14) 41. 0 (16) 64.6(62) 64. 0 (55) 51. 9 (42) 50.0(28) 
眉山第六 渓 の 土 石 流 31. 8 (14) 28.2(11) 43.8(42) 72. 1 (62) 40.7(33) 48.2(27) 
水無 )1 ・中尾川の土石流 56.8(25) 59.0(23) 37.5(36) 31. 4 (27) 39.5(32) 46.4(26) 
雲仙普賢岳の溶岩γームの崩壊 59.1(26) 59.0(23) 30.2(29) 27.9(24) 46.9(38) 44.6(25) 
，ロLo、 風 よ る 風 害 31. 8 (14) 23. 1 (9) 40.6(39) 27.9(24) 43.2(35) 39.3(23) 
地震による市街地火災 22.7(10) 7. 7 ( 3) 19.8(19) 26.7(23) 19.8(16) 19.6(11) 
雲仙普 賢岳の火砕流 20.5 (9) 12.8 ( 5) 15. 6 (15) 15. 1 (13) 12.3(10) 19.6(11) 
地 震 よ る 津 波 18.2 (8) 2. 6( 1) 17.7(17) 19.8(17) 17.3(14) 12.5 (7) 
特に心配な事柄はない 0.0 (0) 7.7 (3) 2. 1 (2) 2. 3 (2) 8. 6( 7) 5.4 (3) 
そ の 他 o. O( 0) 0.0 (0) 0.0 (0) 2.3 (2) 0.0 (0) 0.0 (0) 
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水無川などの防災施設に納まる 214 66.9 
土石流となるだろう
現在の導流堤，遊砂地，砂防ダム





そ の イ也 4 1.3 





























































































































深江町は島原市の南部に隣接し、平成 2年 11月、 198年ぶりの雲仙普賢岳の噴火災害により、大
野木場小学校や多くの家屋が流焼失した大野木場地区をはじめ、降灰などによって基幹産業である農






にする。 表一 1 地区別配布数，回収数および回収率
N=346人
2. アンケート調査の概要
















地 区 配布数 回収数 回収率(%)
大野木場地区 164 59 36.0 
i頼 里子 地 区 116 39 33.6 
諏 百方 地 区 183 59 32.2 
，馬 場 地 区 121 52 43.0 
船 津 地 区 128 49 38. 3 
林 地 区 228 77 33.8 
地区名不明 11 

































































項 目 人数(人) (%) 
交通の便 129 37.3 
収入 98 28.3 
都市下水・廃水処理 84 24.3 
仕事 77 22.3 
買物 62 17.9 
両齢者福祉 61 17.6 
健康・医療 51 14. 7 
情報の入手 35 10.1 
子供の教育 31 9.0 






































































。 10 20 30 40 100 (%) 
知っているか」を聞いたところ 72.9% 図-5 深江町復興計画への地域住民の期待度
が「知っている」と回答している。また、「生活再建で挙げ 無回答
られている主要項目の達成度Jを「100%」， [70%]，「50%J， 1・0%(2)
r20%J および r0 %J の5段階で評価してもらったとこ
ろ、「公営住宅の確保Jおよび「住宅団地の確保」はそれぞ


































































































ついて 。10 20 30 40 50 60 100(%) 


















して、 76.7%が「知っている j と回
答している。また、平成 10年 3月に
旧大野木場被災校舎を現地保存する
























































































10 20 30 40 50 60 100 
図-15 大野木場災害メモリアル構想による火山観光化に期待できない理由
一「大野木場地区j (18.2%)のみである。
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はほぼ完成されているが、地域振興な o 10 20 30 40 100 (%) 





















































10歳代 2 (3.4%) 1 (0.9%) 
20歳代 4 (6.9%) 1 (10.5%) 
30歳代 1 (19.0%) 21 (20.0%) 
40歳代 19 (32.8%) 17 (16.2%) 
50歳代 7 (12.1%) 29 (27.6%) 
60歳代 14 (24. 1 %) 19 (18. 1 %) 






び表-2に示す。年齢構成はいずれの場所も 30"-'60歳代が 80%以上と主で、 20歳代以下の若い人が
少ないことが分かる。特に 10歳代はわずか 3人しかいない。グループ属性は、旧大野木場小学校では、









































































































77.2%と主な移動手段である。 路線ノ〈ス 3.4% [ 図5.7%






















60 40 20 20 40 60 80 
図-6 島原への交通手段
旧大野木場小学校 (N=58) 道の駅 (N=!05)

































































































































































年 齢 人数(人) (%) 
20歳代 10 7.5 
30歳代 19 14.2 
40歳代 30 22.4 
50 代 26 19.4 
60 、代 29 21. 6 
70 イ勺 15 11. 2 
無回答 5 3. 7 
表-3 回答者の職業 (N=134人)
職 業 人数(人) (%) 
農林業 11 8.2 
漁業 0.8 
自営工業 4 3.0 
自営商業 6 4.5 
公務員 12 9.0 
会社員 33 24.6 
専門職・自由業 7 5. 2 
家庭婦人 19 14.2 
学生 2 1.5 
無職 29 21. 6 
その他 5 3. 7 


































































84 62. 7 
15 11. 2 
N~134人





項 目 人数(人) (%) 
学校の体育館、公民館 60 56.6 
応急仮設住宅 48 45.3 
親戚・家族の家 55 51. 9 
知人の家 9 8; 5 
新たに借りた家やアパート 33 31. 1 
長崎県が借り上げた船 5 4. 7 
長崎県が借り上げた旅館・ホア/レ 26 24.5 
公営住宅 16 15.1 
勤務先の社宅、寮 2 1.9 




















































































































































































































「島原市復興計画(平成 7年 3月) 1 Jやがまだす



















































































































































































































































































w u w • W M ~ ~ ~ 
図-26 今後の砂防ダムの建設の進め方
10.復興事業の主要実施機関について
島原地域では様々な復興事業が行われている。
これらの復興事業について「どの機関が主体と
なって実施しているのか」を聞いたところ表-
7のような結果を得た。結果を見ると、建設省
が主体となって実施している復興事業はよく知
られているが、長崎県、島原市が主体となって
いる復興事業は、その周知度が低いといえる。
復興事業は地域の安全確保のため実施されてお
り、利便性や将来の利活用も考慮された計画づ
くりがなされている。この現状では、長崎県や
島原市の事業で、あっても、建設省に要望するこ
とになりかねない。復興・再建だよりのような安全確保の情報を年に 1度くらい発行する必要がある。
9.火山学、土木工学および砂防学の専門用語に
ついて
今回の噴火災害では、種々な火山学、土木工
学および砂防学の専門用語がニュースや説明会
でなされた。これらの専門用語がどの程度住民
に理解されているのかを調べるため、以下の 3
問に答えてもらった。
「河川の左岸、右岸はどちら側と思うか」で
は、正解の「上流から下流を見て右側を右岸、
左側を左岸と呼ぶ(水無川では深江町側を右
岸)Jという回答は 42.5%である(図-27)0I導
流堤(堤防)の堤内地が次のどちら側を指すと思
うか」という問では、正解の「導流堤の外側(家
屋がある側)を指す」がわずか 12.7%ときわめ
て低い(図-28)。また、「火山情報のうち、警
報に相当する用語はどれかJという問では、正
解の「緊急火山情報Jが 61.2%である(図ー29)。
この「緊急火山情報」は、雲仙・普賢岳災害
の後、平成 7年 5月に新しい名称のもとに発表
されることになった。現在では、全国の 60%が
理解していることで定着しつつある火山情報と
いえる。噴火中に名称を変更した火山情報を除
くと、これらの専門用語はあまり理解されてい
ない。特に災害情報に関する専門用語の誤認は、
ときとして人命や財産にも関わることなので、
一般にも理解できるように分かりやすい用語に
する必要があるものと予想される。
下流から上流を見
て右側を右岸、左
側を左岸と呼ぶ
46.3% 
図-27 河川の左岸、右岸の区別
導流堤の内側(家屋
がある側)を指す
図-28 導流堤(堤防)の堤内地の場所
無回答
5. 
図 29 警報に相当する火山情報
表-7 防災事業の実施機関の正解率
実
の建設
地
百
52 
11.まとめ
本論文のまとめを以下に述べる。
1 )噴火災害により生活が苦しくなり、現在でも回復していないとする農林・水産業者や自営商工業
者が多い。これは、今後に人口流出や町の衰退化につながることなので、これらの業種に対する対策
が重要である。
2) 平成6年 6月に島原市が策定した防災マップや防災ガイドブックは、被害の大きかった安中地区
においてもあまり必要とされなくなってきている。また、居住年数の少ない住民や年齢の若い人にま
で防災に関する情報が十分に行き届いていない。今後防災マップ等を再度検討し配布することが必要
である。
3)町内会での避難訓練の実施率は、平成9年 9月に島原市全域で、行ったアンケート結果の安中地区
の実施率よりも多少高くなっているが、他の地区と比べてまだまだ低い。
4) 島原市復興計画やがまだす計画などの復興事業について地元の意向は反映されているかどうかに
ついては、住民の反応は大きく 2つに分かれた。
5)火山観光化への期待は高くない。平成 9年 9月に島原市全域で、行ったアンケート結果と比較して
も市民の火山観光化に対する期待は高まっていない。期待できる理由および期待できない理由ではい
ずれの回答からも地域住民の消極性が伺える。事業の詳細を住民へこまめに広報するなど、地域と行
政が一体となって取り組みを推進していく必要がある。
6)安中地区の復興に対する住民の受け取りは良い。安中地区の復興を図る上で重要と思う項目を挙
げてもらったところ、火山観光化を始めとする地域の活性化に関することがらはあまり重要視されて
おらず、自分たちの生活の利便性に直接関わる回答が多い。
7)復興事業の調整については、建設省や林野庁などの国の機関が主体となって行うべきという意見
が多く、本来の事業の調整役である長崎県や島原市は、あまりあてにされていない。
8)砂防指定地利用構想の策定について知っている住民は約30%にとどまっている。利活用が最近住
民へ浸透していない。再度広報等で知らせる必要がある。
9)今後の砂防ダムの建設については、基本構想どおりに建設するという意見が多い。
10)ニュースや説明会でなされている火山学、土木工学および砂防学の専門用語の意味はあまり理解
されていない。
11) 島原地域で、行われている復興事業の主要実施機関については、国の機関が主体となっている事業
はよく知られているが、県や市が主体となっている事業はあまり知られていない。復興事業による安
全の確保状況、利活用などの情報を島原市や長崎県が行う必要がある。
参考文献
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3)高橋和雄・塩津雅子・西村寛史:島原市全域の復興・振興に関するアンケート調査報告書、全 77
頁、平成 11年 2月
53 
助成事業者紹介
たかはしかずお
高橋和雄
現職:長崎大学工学部教授(工学博士)
主な著書:雲仙火山災害における防災対策と復興対策(九州大学出版会，平成
1 2年)
土木用語辞典(技報堂出版，平成 11年)
水文・水資源ノ¥ンドブック(水文・水資源編) (朝倉書庖，平成9年)
機械工学用語辞典(理工学社，平成 8年) など
J 
